

















































































































































































































































































































































































































































































































































































職 種 員数 1日あたり賃金
連続採炭機運転手（miner　operator）
機械工（mechanic）
支柱夫（roof　bolter）
シャトル・カー運転手（shuttle　car　operator）
連続採炭機運転助手（miner　operator　helper）
1名
1名
2名
2名
1名
50ドル
50ドル
47ドル25セソト
43ドル25セソト
47ドル25セソト
　　　　合　計　 　　　　　　　　　　　　　　　　　7名　　　　　　　　　　　　※－1
　　　　〔支援夫（support　man）　　　　　　　　　2名　　　　42ドル75セント〕
　※－1　自律的鉱区の交替組に新たに配属されたメソパー
　〔出所：Trist，　E．L，　G．1．　Susman，　G．R．　Brown，　An　Expriment　in　Autonomous　Working　in
　an　American　Underground　CoaI　Mine，“Human　Relations，”Vol．30，　No．3，1977〕
経営側，組合役員そしてリサーチ・チームが出席して6週間ごとに開かれ，1）
過去6週間のパーフォーマンスの検討，2）交替組間のコミュニケーションの
提供，3）　諸問題の解決，4）　次の6週間の活動計画策定が行われたが，これ
はリサーチ・チームによれぽ，1）交替組間のコンフリクトの解決，2）鉱区
ならびにプログラムとのメンバーの一体化と集団凝集性の増大，そして3）問
題解決活動という機能を果たすものと考えられた。
　第3にジョッブ・スウィッチソグによるメンバーの多能工化を促進するため
に，地上の教室でのオリエンテーションおよび訓練が行われる一方，給与は鉱
区のすべての労働者一律に「1971年全国協約」の最高賃金，1日50ドルが支
払われた。
　第4に，パーフォーマンスは交替組ごとに測定されるのではなく，鉱区全体
で180フィート前進し，ベルト・コンベアを移動するたびに測定されるように
測定方法が変更された。
　以上のような変革を踏まえて行われた実験の結果，実験鉱区における生産性
については明白な改善がみられなかったものの，コスト，欠勤率，態度，事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　故，法律違反件数いずれもすぐれた改善を示した。生産性に関して，グッドマ
ソ（Goodman，　P・S．）の公式報告書は次のような評価を下している。つまり，「生
産性に関していかなる重要な変化も生じなかった。……けれども，生産におけ
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る減少が存在しなかったという事実が重要である。安全性実践といった他の行
動における改善が存在する時にはしぼしぼ生産は減少する。これはラシュトソ
　　　　　　　　aoでは起こらなかった」と。要するに，この実験は確かに自律的作業集団の有効
性を実証するものであったということができるであろう。しかし，この実験に
おいても以下のような問題点が明らかにされている。
　第1に，前節において指摘されたように，「自律的作業集団4はメンバーの多
能工化を重要な支持条件として成立する。しかし，「ラシュトン実験」ではリ
サーチ・チームが予想したよりもはるかに少ないジョッブ・スウィッチングし
　　　　　　　alか起こらなかった。それは，たとえぽノルウェーの「産業民主化プロジェク
ト」におけるノルスケ・ハイドロ社（the　Norsk　Hydr・C・mpany）において行わ・
れたような，自分の職務以外に学習された課業の数に応じて生産ボーナスを支
　　払うのではなく，最初に一律に「全国協約」における最高賃金がメンバー全員
、に支払われ，継続的なインセンティブが欠如していていたという実験設計上の
理由のほかに，このジョッブ・スウィッチングが従来の伝統的な，また他の職場
ではいまだ一般的な職務分類ないし職種を不明確にする一方，伝統的な先任権
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（seniority）を破壊することに対する労働者の心理的抵抗によるものである。ブ
ランバーグ（Blumberg，　M・）はラシュトン地下炭鉱でのジョッブ・スウィッチ
ング行動の観察と統計分析から，低い技能しかもたず，またあまり経験を積ん
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　でいない労働者が不慣れな装備を扱うことがきわめて危険であるという炭鉱の
自然条件，さらには上位システムからの生産圧力（pressure　for　production）など
のほかに，その重要な制約要因として，1）年齢（age）と，2）職務上の地位
（status）をあげている。前者は，とくにある特定の職務を行う能力をもたない
　　　　　　　　　　　　　　と考える中高年労働者に関連し，また後者については高い地位の労働者は一方
で低い地位の労働者の職務を行わねばならない時には心理的抵抗をひき起こす
とともに，他方低い地位の労働者が自らの職務を学習しようとする時に脅威と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　感じ，このような労働者の訓練に抵抗したことを報告している。
　第2に，他の非自律的鉱区のメンバーが抱いた不公正感と組合員間のコンブ
リクトである。とくに，この不公正感は，第2の自律的鉱区のメンバーの大半が
　（539）　　　　　　　　　　　　　　　　社会・技術システム論と「自律的作業集団」　103
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　trs採炭経験90日以下の見習い労働者で占められた時，より経験年数を積んだ労
働者よりも高いトップ・レート（top　rate）が彼らに支払われたことならびに自
律的鉱区の交替組には特別に2人の支援夫が配属されるといった職務状況の
「差別的条件」によるものであったが，こうした非自律的鉱区のメソパーの不
公正感にもとつく非自律的鉱区の労働者と自律的鉱区の労働老との反目・敵対
が実験の進行のなかで深化・拡大していったことは，組合員全体の利害を保護
することに，そのレゾソ・デートルがあるはずの労働組合にとってきわめて重
　　　　　　　　　　　　大な問題のように思われる。1975年8月のローカル・ユニオンの組合員投票
において，「労使運営委員会」で作成された，鉱山全体（地上部門をも含む）に自律
性を拡張しようとする「文書」（the　d・cument）が拒否されるという事態は，こ
の組合員の間の鋭いコンフリクトをはっきり示すものであった。グッドマン
は，反対79票対賛成75票という投票結果について，賛成75票はほとんど実
験鉱区のメンバーと実験プログラムに関係した人々であり，それに直接関係し
なかったメンバーはほとんどプログラムに反対したことを報告し，この投票結
果が僅差と受け止められてはならないと主張している。この1975年8月のロ
ーカル・ユニオンの「文書」拒否がラシュトンでのその後のrQOW（労働の質）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プロジェクト」の鉱山全体への普及を阻害するものであった。
　第3に，ノルウェーの「産業民主化」プロジェクトも，とくに中高年労働者
と婦人労働者がより単純なルーチン・ワークへの選好を有する傾向があること
　　　　　　　　のを明らかにしているが，ラシュトン実験においても，グッドマンの報告書が
「1部の個人はより大きな責任とコントロールに対する機会を有益だというよ
りも脅威だとじた」と述べているように，責任の重い，意欲をかきたてる労働
に対する願望ならびにその反応に関する個人間の差異が存在することが明らか
にされた。
　第4に，管理者，とりわけ職長ラソクの「労働の質プロジェクト」に対する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　非協調的態度・反対が起こったことである。彼らの反対は，リサーチ・チーム
をして実験鉱区における生産性阻害諸力として位置づけているほど強いインパ
クトをもつものであったが，「自律的作業集団」編成は彼らの役割の変容にと
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どまらず，明らかに中間管理者層の「合理化」による管理・監督間接費の削減
　　　　　　　　　　ふを1つの目的としており，その意味からすれぽ私は彼らがプログラムを脅威と
感じたのは正当な反応であると考えている。
　第5に，ノルウ＝一の「産業民主化プロジェクト」を検討するなかで，ボル
ベック（Bolweg，　J．　F．）が確認しているように，プログラムの継続性という点に
ついてである。実験領域において差別的な労働条件を長期にわたって維持する
ことは実際問題として不可能である。まもなく，非実験領域における労働者は
同じ条件を要求し，労働組合は公平さを求める他の部門からの労働者の要求に
対処せねぽならなくなる。ラシュトソでは，1975年3月のローカル・ユニオソ
の会合において，すぐに全鉱山が自律的になるか完全にプログラムを打ち切る
かの要求を行う動議（the　all－－or－－nothing　prQposal）が可決された。この動議を踏
まえて，「労使運営委員会」が提出した，鉱山全体に自律性を拡張しようとする
「文書」は，前述したように否決され，その結果1975年9月以降「労使協同プ
ロジェクト」ではなく，「経営者プPグラム」（・nanageme皿t’s　program）として
ローカル・ユニオン役員の密接な協力のもとで「労働の質（QOW）プログラム」
　　　　　　　　　　　　　　　　　おの鉱山全体への拡張・普及が試みられた。けれども，1977年第1・四半期に
起こった，ローカル・ユニオンによる大規模なストライキのあとで，組合は
「労使運営委員会」にかわってその後の推進母体であった「鉱山訓練ならび
に開発委員会」（Mine　Training　and　Development　Corrimittee）への参加から正式
に手をひいており，1979年初めのグッドマンの観察によれぽ，「ラシュトンで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は今や労働の質プログラムは完全に機能を停止している」という。
　第6に，第5の主要な原因をなすと思われるのであるが，実験領域において
採用された個々の構造変革は他の部門に移転することがでぎず，とくに地上部
門と地下部門との間には異なる構造変革が必要とされたことである。公式報告
書は，これに関連して「プログラム・モデルは・…・・すべての炭鉱の作業領域に
は適用できなかった。……自律的作業集団概念は必ずしもすべての作業領域に
は一般化されえない。……プログラムを異なる作業領域に調整できなかったこ
とが，おそらくこうした領域における労働変革を導入する可能性を削減したの
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である」と報告している。ノルウェーのフィー・一ルド実験において，エメリーと
ソースラッドも「自律的作業集団」の展開が限られた条件のもとでしか有効で
ないことを認めて次のように述べている。つまり「自律的作業集団の展開はあ
る条件においては効果的であったが，他のひじょうに広範な条件に対してはそ
れが証明されなかった。……重要な点は，必要とされる変革の種類はそれが関
わる技術の種類とその社会的状況（social　setting）に関係しているように思えた
　　　　ふことである」と。現時点において「自律的作業集団」導入にあたっての重要な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　技術的制約要因をなすものは，組織変革対象の規模と生産技術である。前者は
「自律的作業集団」を集団レベルを超えて適用しようとする際の問題である。
また後者に関連して，ノルウェーのフィールド実験において「自律的作業集
団」導入に優れて適合的な生産技術であると確認されたのは，プロセス技術
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（process　techno16gy）とアセンブリー技術（assembly　technology）であったが，ソ
ースラッドは分権化されたコントロ　一一ル・システムそのものを要求する自動化
（automation）技術，つまりプロセスならびにエレクトロニクス技術が「自律的
作業集団」に最も適合していると主張している。
　以上の諸問題は，たかだか従業員総数180名前後のごく小規模な鉱山での具
体的適用の過程で起こってきたという事実が重要である。この点からすれば，
今日まで「自律的作業集団」実験の華々しい成果が報告されているものの，そ
の現実的・具体的適用にはひじょうに多くの問題点が含まれていると結論づけ
ざるをえないのである。
①　ボルベックは「ノルウェーの諸会社において継続的な変革プロセスは起こらなかった。プロジ
　ェクトは一定期間ののち停滞した。この停滞あるいは継続性の欠如は，職務設計における諸々の
　実験の一般的特徴であるように思われる」（Bolweg，　J．F．，　op．　cit．，　p．118）と述べて，この停
　滞あるいは普及を阻害してきた原因の詳細な検討を試みている（lb玉d．第4章に詳しい）。ノルウ
　ェーの「産業民主化プロジェクト」の詳細な検討については，石井修二，前掲論文を参照。
②　当時，トリストはタヴィストック研究所を離れ，ベンシルパニア大学・ワォートン・スクール
　（the　Wharton　School）の教授として社会システム科学（Social　Systems　Sciences）を担当する
　一方，その「経営ならびに行動科学センター」（Management　and　Behavioral　Science　Center）
　所長の要職に就任していた。
㈲　評価チームによる「ラシュトン実験」の公式報告書は，Goodman，　P．S．，　Assessing　Organiz・
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　ational　Change，1979．であるが，なおこの実験についてのリサーチ・チームによる報告書とし
　ては，Trist，　E．L，　G．L　Susman，　G，R．　Brown，　An　Experiment　in　Autonomous　Working　itr．
　an　American　Underground　Coal　Mine，　Human　Relations，　VoL30，　No．3，1977．およびSus－
　man，　G．L，　op．　cit．，　pp．167－179．がある。また当時リサーチ・チームのアシスタソトとして，
　地下炭鉱における採炭作業を観察してきたブラソバークは，ごく最近次の論文を発表している。
　Blumberg，　M．，　Job　Switching　in　Autonomous　Work　Groups，　Academy　of　Management
　Journal，　VoL23，　No．2，1980．
〔4）奥林康司「労働人間1ヒの限界」前掲論文，61－62ページ。Bolweg，　J．F．，　op．　cit．，　p．76．
｛5｝野中郁次郎「書評；　Union　Organization　and　Militancy，　Conclusion　fropa　a　Study　of　the・
　United　Mine　Workers　of　America　1940－1970，by　Makoto　Takarniya」『組織科学』VoL14，
　No．3，1980．
（6）ζの実験の背景をなす，1970年代初頭におけるアメリカの経済環境ならびに「労使関係」状
　況については，Goodman，　P．S．，　op．　cit．，　pp．4－8を参照oなお，この実験は当初，規模の異な
　る大・小2つの鉱LU会社において計画されたが，1973年，実験が行われ評価される期間や諸条
　件のレイアウトを定めた「文書」〔ノルウェー「産業民主化」プロジ＝クトにおける「緊急避難
　協定」（the　shelter　agreement）に相当する〕が大規模な鉱山会社のローカル・ユニオン投標にお
　いて否決された結果，そこでの実験は中止され，それ以降，実験への参加決定を行った小規模な
　ラシュトン鉱山会社でのみ行われることになった。（Trist，　E．L，　G．L　Suman，　G．R．　Brown，
　op．　cit．，　pp．203－205）．
（7｝ラシ＝トソ鉱山会社は，新たに第4の現業切羽鉱区を創設し，1974年10月以降，第2の自律
　的鉱区が活動を開始している。
（8｝ラシュトソ鉱山会社における採炭システムは，1950年代におけるイギリスのダラム炭田にお
　ける長壁採炭システム（the　longwall　method）とは，柱房法（the　room－and　pillar　method）と
　いう採炭方法ならびにドラム・カッターの利用による連続的採炭を可能にさせた機械化レベルと
　いう点で全く異なるものであったことが留意さるべきである。1950年代のイギリス長壁採炭シ
　ステムにおいて，1月3交替で1回の採炭サイクル（準備→採炭→前進）を完了させる約40名か
　らなる採炭チームの平均採炭量は200トンであった（Trist，　E．L＆K．W．　Bamf・rth（1951），
　op．　cit．）のに対して，1970年代におけるアメリカ地下炭鉱において，各交替組，7名のメンバ
　ーが合衆国平均シフトあたり350～400トンを採炭していた（Trist，　E．L．，　G．1．　Susman，　G．R
　Brown　op．　cit．，　pp．207－210．）
｛9）Trist，　E．L．，　G．L　Susman，　G．R．，　Brown，　op．　cit．，　p．205－213，　Goodman，　P．S．，　op．cit。，第
　6章および第7章に詳しい。
U①　Trist，　E．L．，　G．1．　Susman，　G．R．　Browrl，　op．　cit．，　pp．215－224，　Goodman，　P．S．，　op．　cit．，
　第3部に詳しい。
UV　Goodman，　P．S．，　op．　cit．，　p．205．リサーチ・チームの報告もこれに関連して次のように述べ
　ている。「1975年3月の運営委員の報告書においては，リサーチ・チームは暦年で1973年と
　1974年との間の比較が行われるならば，自律的鉱区が他の2つの鉱区よりも高い生産性を示
　しているとすすんで結論づけようとはしなかった。たとえ，1974年終り近くUU“d．そのような印
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　象を経営側がもったとしても，当時確信をもって行いえた唯一の陳述は，プログラム導入の結
　果，あるいは安全性レベルの改善に努力を払っても生産は減少しなかったということであった。
　生産性と安全性という，これら2つの目標のどちらか一方の追求は，他のもう1つの目標を犠牲
　にしなければならないというのが，石炭産業において現在のところ一般に認められた考えであ
　る」と。けれども，また彼らは，1974年10月から1975年9月までの期間の生産性比較を行え
　ぽ，自律的鉱区は，他の2つの非自律的鉱区に対して20パーセソト近く生産性が上回っている
　ことをも報告している。以上は，Trist，　E．L，　G．1、　Susman，　G．R．　Brown，　op．　cit．．　pp．219－
　222．を参照。
鈎　Blumberg，　M。，　op．　cit．，　p．289．
⑬　Bolweg，　J。F．，　oP．　cit．，　P．69．
U4グッドマソによれば，「大部分の組合規制の及ぶ職場において，先任権がもっとも好ましい職
　務（the　most　desirable　job）への接近を決定する。ジョッブ・スウィッチソグは先任権にとって
　かわり，通常よりよい（より高い地位の）職務を有する個人が時々より低い地位の仕事につくこと
　を要求する」（Goodman，　P．S．，　op．　cit．，　p．346）．
㈲　事実，これによる落盤事故が発生したという。Blumberg，　M．，　op．　cit．，　p．300．
ae　この点，ブランパークは「年齢のジョップ・スウィッチング行動に及ぼすインパクトは自律的
　作業が万能薬ではないことを意味している」と結論づけている。Blumberg，　M．，　op．　cit．，p．304．
ql　Blumberg，　M，。p．　cit．，　pp．302－303．ブランパークが観察した190の事例のジョッブ・スウ
　ィヅチングの方向ならびに頻度の分析は，労働協約の規定による連続採炭機運転手助手の場合を
　除いて，ジョッブ・スウィッチングが地位ハィアラーキーの両極端でおこるのではなく，すぐ上
　位もしくはすぐ下位の職務とのジョッブ・スウィッチングであることを明らかにしている。
⑱　このことはリサーチ・チームにとっても予想せざる結果であった。すでにそれぞれの鉱区で同
　僚ならびに職長との個人的関係を確立していた，経験を積んだ坑夫たちは，この社会的関係を犠
　牲にして不慣れな条件のもとで新しい労働者や職長と作業するという不確定性を好まず，むしろ
　現在の鉱区にとどまることの方を選んだという。Trist，　E．L，　G，1．　Susman，　G．R．　Brown，　op．
　c五亡．，pp，226－227．
aSiボルベックは，「職務再設計」の基礎をなす価値体系が労働組合のそれと対立することを指摘
　している。Bolweg，　J．F．，　op．　cit．，　pp．76－77．
⑳　Goodman，　P．S．，　op．　cit．，　p．330．
⑳　けれども，ノルウェーの実験，とくにハソスフォスの場合，最初の労働者の抵抗は一定期間，
　新しいシステムのもとでの労働を通して弱まり，ついにはこのような労働者ですら以前の作業組
　織形態に戻ることを望まなくなったという。これは一般に「経験仮説」（the“experience　hypo－
　thesis”）と呼ばれている。　Bolweg，　J．F．，　op．　cit．，　p．64．
⑳　Goodman，　P．S．，　op　cit．，　p．366．労働者特性の差異に関しては，すでに多くの調査研究が行わ
　れている。cf．　Hulin，　C．L1＆M．R．　Blood，　Job　enlargement，　individual　differences，　workers’
　responses，　Psychological　Bul！etin，69，1968，　pp．41－55．
㈱　Goodman，　P．S．，　op．　cit．，　pp．359－361，　Trist，　E．L．，　G．1．　Susman，　G．R．　Brown，　op．　cit．，
　pp．219－223．これはノルウェーの実験でも確認されている。　Bolweg，　J．F．，　op　cit．，　p．75，
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¢のたとえば，Herbst，　P．G．，　op．　cit．，　p．22，　Susman，　G．1．，　op．　cit．，　p．32．また，ソースラッド
　は，職長と監督のミドル・マネジメント化を強調するとともに，「職長はもはや自分自身の生産
　単位に拘束されることはないので，部門間のコミュニケーションが自然に流れ，チームワークが
　生み出されうる共通の執務室（acommon　ofice　area＞に移ることによって利益を得ることにな
　ろう」と述べている（Thorsrud，　E．，（1980）op．　cit．，　in　Kanawaty，　G．（ed．），　op．　cit．，　pp．23－
　24．）．
伽　Bolweg，　J．F．，　op．　cit．，　pp．80－81．
e⑤1975年9月以降のプログラムの会社内普及については，Goodman，　P．S．，　op．　cit．第8章なら
　びに第18章に詳しい。
伽　Goodman，　P．S．，　op．　cit．，　p．374．
姻　Goodman，　P．S．，　op．　cit．，　p．341．
㈱　Emery，　F．E，＆E．　Thorsrud，　Democracy　at　work，1976，　p．11．
㈱　Bolweg，」．F．，　op．　cit．，　p．45，　p．75．
BD　Thorsrud，　E．，　op．　cit．，　in　Kanawaty，　G．（ed．），　op，　cit．，　p．3．彼はいまだに「主要な技
　術的趨勢である機械化（mechanizati・n）には，伝統的な作業組織形態が全く適合的であった」
　（lbid．，　p．9）と述ぺている。けれども，「労働の人間化」や「労働生活の質の改善」という議論
　の契機をなした労働疎外が，このような技術形態のもとで深化・拡大してきた事実からすれば，
　このような議論には俄に肯定しがたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛1）第4節　社会・技術システム論と「職務拡大・充実論」・
　　　　「条件適応理論」との相違点
　タヴィストック学派の社会・技術システム論と理論的に密度な関連性もつと
されるものに，「職務拡大・充実論」（job　enlargement　and　iob　enrichment）なら
びに「条件適応理論」（contingency　theQry）がある。本節ではこれら理論との相
違点に焦点を合わせて検討しながら，本稿のテーマである社会・技術システム
論の理論上の諸特質を明らかにしよう。
　まず初めに，「職務拡大・充実論」とに関連していえば，確かにエメリーと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔2｝ソースラッドによって開発された，周知の「職務設計基準」（job－design　criteria）
は「職務拡大・充実論」の基本的思考と何ら矛盾するものではないように思わ
れる。社会・技術システム論が「自律的作業集団」を通して実現しようとする
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，職務要件とは，興味を起こす（interesting），挑戦的（challenging）そして意味あ
る（meaningful）課業パターン，学習，調整と意思決定への参加，社会的支援と
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認知などである。一方，バーツ・ミーク（Herzberg，　F．）やアージリス（Argyris．
C．）らは，マズロー（Maslow，　A．）の「自己実現構想」（the　self－actualization
not三〇n）に立脚して，個々の「職務内容」（job　content）が労働者の「動機づけ」
（motivation）にi著しい影響を及ぼすとして，課業の多様性，挑戦，全体性，意
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛3）思決定への参加を強調したことは周知のとおりである。
　このように，社会・技術システム論の提案する「自律的作業集団」モデルは
「職務拡大・充実」と同様の効果をもつものである。けれども，基本的な設計
単位が個々の職務であるのか，あるいは作業集団であるのかは決定的な差異を
有しており，もっといえぽ全く異なる設計原理に立脚しているということがで
　　4）
きる。つまり，個々の職務をいかに垂直的に，あるいは水平的に拡大しようと
も，あくまでそれは「1人・1職務」（・ne　man／one　j・b）という伝統的な職務設
計原則の延長線上にあるからである。けれども，社会・技術システム論の理論
上の貢献は，職務設計（j。b　design）ではなく，作業集団設計（work－group　design）
に対するフy一ムワークの提供であったことが忘れられてはならない。つま
り，社会・技術システム論の設計単位はあくまで第1次作業集団であり，活動
を区分し割り当てるための分析が行われるのは，「職務拡大・充実論」とは全
く異なる分析レベルである。前述した社会・技術システム論の主張する職務要
件も，それらの「集団力学」（gr・up　dynamics）に対する含意を顧慮しながら，
集団レベルでこれらを実現しようとするものであった。サスマンは，個々の職
務ではなく作業集団がより適切な分析単位である理由として，作業集団の以下
　　　　　　　　　　　　（5）のような諸特質を掲げている。つまり，作業集団とは，第1に集団メソバーに
1個の全体として意思決定を行う機会を与えるほど十分小さな単位であり，第
2に個々の職務の拡大が提供しうるよりも「全体的」な課業を含む，大きな単
位であり，第3に集団メソバーが問題解決・合意形成・計画化ならびにコンフ
リクと解決のために対人技能（interpers・nal・skills）を行使することができるほど
大きな単位であり，第4に行われた意思決定と達成される目標との間の関係を
集団メンバーが認識しうるほど小さな単位であり，最後に作業集団内課業と関
係（work－group　tasks　and　relationships）の革新的再構造化（inn。vative　restruct一
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uring）の可能性は職務レベルより，集団レベルの方がはるかに大きい，以上の
5点である。
　社会・技術システム論と「職務拡大・充実論」との第2の相違点は，ハーツ
バークの用語でいえぽ，「動機づけ要因」（m・tivators）としての職務内容だけで
はなく，「衛生要因」（hygiene　factors）にあたる，給与支払方法や監督方式とい
った職務状況（lob　context）の変革も，この社会・技術システム論はその変革対
　　　　　　　　　　c6）象に含めている点である。そして第3に「自律的作業集団」という’「合成最適
化」モデルの理論的根拠が，「職務拡大・充実論」の場合におけるようにメソ
パーの社会的・心理学的欲求の高次元化だけから説明されるのではなくで，技
術システムの要請，あるいは作業集団の課業環境の高度の不確定性，相互依存
　　　　　　　　　　　　　　　（7）性を基礎に説明されている点である。
　次に「条件適応理論」との関連について，私は社会・技術システム論も「条
件適応理論」もともに「開放的なシステム」観に立脚して，（技術を含む）環境
の組織に及ぼすインパクトを論じている点でその密接な関連性を決して否定す
るものではない。たとえば，「条件適応理論」を管理理論における動向として
とらえ，これを「関連環境諸変数と効果的な目標達成に導く適切な管理諸概念
ならびに諸技術との間の関数的なif－then関係（a　functiona1　if－then　relationship）
　　　　　　　　　　　c8）に関わる」ものと理解するルーサソス（Luthans，　F．）は，タヴィストック学派
を「条件適応理論」に対する重要な理論上の貢献の1つとみなして次のように
　　　　c9）述べている。すなわち「要するに，このタヴィストック学派によって行われた
調査研究は，技術という独立・環境変数と効果的な目標達成に導く凝集力ある
作業集団（cohesive　w・rk　groups）という従属・行動科学的管理概念との間の関
　　　　　　　　”ゆ数関係を確認しえた。そのような研究は条件適応管理（contingency　management）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆに対して重要な貢献を行っている」と。またわが国においても，占部都美氏や
　　　　　岸田民樹氏らの研究者は，「条件適応理論」の直接的源流の1つをタヴィスト
ヅク学派の社会・技術システム論に求められている。私は劉の機会に「条件適
応理論」の直接的源泉を1950年代後半から社会科学一般にさかんに採用され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　てきた「比較研究法」（comparative　approach）に求め論じたことがあるが，ここ
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では「条件適応理論」との差異に注目しながら，社会・技術システム論の理論
上の諸特徴を検討する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　何よりもまず，「条件適応理論」が組織の全体構造を分析対象としたのに対
して，タヴaストック学派は，「基本的課業」の達成にあたってもっとも基礎
的なオペレーティング（作業）システムを分析対象としていることはすでに周知
のとおりである。前者が「マクロ的組織構造論」，後者がワーク・システム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（w・rk　System）研究あるいは作業組織アプローチと呼ばれる所以でもある。そ
れは，コンサルタト機関としての性格をも有していたタヴィストック研究がい
ずれも解決を要請された組織的諸問題が作業現場レベルにあったことと密接な
関連をもつものの，私は投入一変換一産出という，いわゆる1－C－Eモ
デルに立脚する社会・技術システム論が，企業の存続・成長に際しての戦略的
レベルを何よりも企業の「基本的課業」を実現するもっとも基礎的な単位であ
る投入・変換・産出という各オペレーティング・システムに求めたからであろ
うと考えている。
　ところで，社会・技術システム論も「条件適応理論」もいずれも実証的・経
験的研究に理論的根拠を有しているものの，私は何よりもこれら2つの理論の
依拠する研究手法〔アクション・リサーチ（acti・n　research）と「比較組織研究」
（comparative　organizational　analysis，　vergleichende　Organisations－forschung）〕カミこ
れら2つの理論の理論的性格を規定していると考えている。つまり，その時そ
の時に研究される対象領域への研究者の介入可能性の程度（das　Ausma6　an
Eingriffsm6glichkeiten）といった観点からすれぽ，アクション・リサーチが対象
領域への研究者の直接的介入を許すものという意味では「積極的な研究様式」
（aktives　Vorgehensweise）であるのに対して，問題措定の定式化と調査結果の
評価ならびに解釈に研究者の創造性が限定される「比較組織研究」は「受動的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　な研究様式」（passives　Vorgehensweise）として特徴づけられうる。こうして，社
会・技術システム論は，アクション・リサーチを通して個別的変革対象の構造
変革を行うという意味では設計志向的で，ダイナミヅクな設計局面にかかわっ
ており，いわばこの構造変革過程の規範的な分析フレームワークを提供しよう
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とするものであるということができる。これに対して「条件適応理論」は，支
配的な組織実践の実証比較を通して確認されてきたコンテクスト（context）と
組織の全体構造との間の適合関係をめく・る経験的規則性をif－then関数関係と
して直ちに法則性ないし客観的強制命題として提示し，その意味ですでに多く
の研究者が主張しているように「保守的」あるいは「現状維持的」な性格を免
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れえないものになっているのではないかと考えられる。「技術が構造を規定す
る」という「条件適応理論」の周知の命題と「所与の技術のもとで同じパーフ
ォマンス水準を達成する構造代替案が可能である」とするタヴィストヅク学派
の考え方とは際立った差異を示している。
　さて，いまここで両学派の理論的モデルを示すとすれぽ図一3のとおりとなる
であろう。「条件適応理論」は，現在のところひじょうに複雑かつ錯宗した様
相を呈していることは周知のとおりであるが，組織構造を規定する重要なコン
テクスト独立変数を基礎に，チャイルド（Child，　J．）に依拠してこれを整理すれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ば，　1）　規模学派，2）　技術学派，3）　環境学派に分類しうる。「条件適応理
論」は，暗示的には現実の組織実践においては，一定のコンテクストに適合的
な構造が一定の欲求購造を有するメソバーの側に逆機能的行動を引き起こす場
合には，そのメソバーが直接かかわる組織構造部分のみが変更されるか，ある
いはそのメンバーの交替が必要とされるという認識をもっているものと思われ
図一3　「条件適応理論」モデルと社会・技術システム論モデル
コンテクスト
（組織ならびにその
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　る（なぜなら，組織構造は「目標関連的行動操作の用具」（lnstrumente　der　zweckbez－
ogenen　Verhaltenssteuerung）であるからである）のであるが，今までのところその
支配的研究動向においては，操作化されたコンテクスト諸変数と組織構造諸変
数との間の「適合性」（丘t）を経験的に確認しようとするものである。けれど
も，社会・技術システム論は，技術システムの要請（ないし作業集団の課業環境の
要請）とメソパーの社会的・心理学的欲求との「2重化された適合」を作業集
団レベルで実現しようとするものであったことは前述したとおりである。この
場合，タヴィストック学派は「タービュラン．トな場」としてのマクロ環境の認
識と同時に，一方でのメンバーの欲求の高次元化と他方での技術システムから
生ずる不断の変動性という一連の理論的前提に立脚して，その「合成最適化」
・モデルを構築しようとしていることは明らかである。けれども，キーザーとク
ピチェク（Kieser，　A．　u．H．　Kubicek）によれば，すぺてのメンバーの欲求の集合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　eo的尺度（ein　aggregiertes　MaB　der　Bedilrfnisse）を樹立することは不可能であり，
その意味でこの「2重化された適合」ないし「合成最適化」は，なるほど第1
次集団レベルでは実現可能だとしても組織構造全体レベルでは果たして可能で
あるか，きわめて疑わしいものといわざるをえない。
　また，「条件適応理論」は，カストとローゼンツヴァイク（Kast，　F．E．　and　J．
E．R・senzweig）によれぽ，「（1）組織と管理の普遍的原則が存在するという視
点（the　view）と（2）各組織はユニークであり，各状況は別々に分析されねな
らないという視点との中道（amiddle　ground）」であり，その意味で「中範囲」
　　　　　　　　　　　（mid－range）理論である。これに対して，社会・技術システム論は，上記の（2｝
の視点に立ち，その意味で状況特定的（situati・n－speci丘c）アプローチであると
いうことはすでに本稿においても確認してきた。すなわち，社会・技術システ
ム論は，社会・技術両システムの「合成最適化」が個別的変革対象の「社会・
技術分析」を通してはじめて確認されうることを強調しているのである。そし
て，このことがまた社会・技術システム論をして「提供されてきたものは分析
のためのフレームワークだけであって理論ではない」とか，「それ（社会・技術
システム論一引用者）は，1個のアプローチであって確かに職務設計の十分な理
114　明大商学論叢 （550）
論ではない。……それは，設計過程の性質ならび再設計される職務それ自体に
関する処方箋ないしガイドラインの．1集合体としてよりよく記述されうる」と
いった評価に導くことになるのである。
（1）「職務拡大」・「職務充実」は，いずれも個々の職務を基礎として，ここれを「水平的」あるい
　は「垂直的」に拡大しようとする意味でひとまとめに論じうることが可能である。
（2）　Emery，　F．E．＆E．　Thorsrud，（1976），　op．　cit．，　pp．15－16．，　Susman，　G．1．，　p．118．
（3）中村瑞穂・権泰吉編著『現代経営組織論』（経営会計全書，6）日本評論社，1974年，113－129
　ペー一ジ，Bolweg，」．F．，　op．　cit，，　p．41。
｛4）Susman，　G．1．，　op．　cit．，　p．182．
（5）Susman，　G．1．，　op．　cit．，　pp．118－119．
（6）Thorsrud，　E．，　op，　cit．，　pp．21－22，　Herbst，　P．G．，　op．　cit．，　p．21．
（7）Emery，　F．E．＆E．L　Trist，　op．　cit．，in　Emery．　F．E．（ed．），op．　cit．　pp．285－287，　Susman，
　GJ．，　op．　cit．，第7章。
（8）Luthans，　F．，　Introducti・n　to　Management，1976，　p．29．私は以前ルーサソスの所論を，「条
　件適応理論」を基礎に包括的な管理理論の体系を構築するためのフレームワークを提供する1つ
　の試みとして検討したことがある。拙稿「条件理論にもとつく統合モデル構築をめぐって」『明
　治大学院紀要（商学篇）』VQ1．15－2，1977年。
（9｝　Luthans，　F．，　op．　cit。，　pp．40－41．
ae）けれども，タヴィストック学派は，技術を操作化された変数としてとらえているわけではなく，
　こうした関数関係を経験的に確認しえているとは思われない。ウッドワード（Woodward，　J．）の
　社会・技術システム論への批判もこの点にあったように思われる。Wo・dward，　J．，　Industrial
　Organization，1965，　p．37（ジョソ・ウッドワード『新しい企業組織』矢島鉤次・中村寿雄i共訳，
　日本能率協会，1970年，45ペー一ジ）。
UD　占部都美「コンティンジェンシー理論の再吟味」前掲論文。
働　岸田民樹「コンティンジェンシイ・セナリーの展開」降旗武彦・赤岡功編著，前掲書第1章。
⑬　拙稿「企業の『多角化』・『多国籍化』と管理理論」野口祐編著『経営学原理』（経営会計全書
　1）日本評論社，1980年，第10章。
tt4拙稿「コソティンジ＝ンシー・セオリーにもとつく『包括的理論構想』をめぐって」『明大商
　学論叢』第62巻，第3・4号，1980年。
㈲　Buchanan，　D．A．，　op．　cit．，　p．5．
⑬　ミラーやライスは「複雑な企業」（acomplex　enterprise）の以下のような構成サブ・システム
　への分化を明らかにしている（Buchanan，　D．A．，　op．　cit．，　p．91）。っまり，
　1〕作業システム（Operat三ng　systems）
　　1－－1移入システム（import　systems）
　　1－2　変換システム（conversion　systems）
　　1－3移出システム（export　systems）
　2〕　管理システム（The　managing　system）
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　2－1保全活動（maintenance　activities）
　2－2　規制活動（regulatory　activites）
2－2－1監視機能（monitoring　functions）
2－2－2境界統制機能（boundary　control　functions）
以上である。
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　　けれども，社会・技術システム論の溝造設計の対象はあくまで作業システム・レベルであっ
　て，管理システムではせいぜいリーダーシップないし管理者の役割の変容にとどまっている。
　Rice，　A．K．，　op．　cit．，1963，第4部参照。
・伽　Kubicek，　H．，　Empirische　Organisationsforschung，1975，　SS．57－77参照。
・agけれども，このような「条件適応理論」に対する批判を認識して，「条件適応理論Jのフレー
　ムワーク内においてこれを克服しようとする努力も行われつつある。Kieser，　A．　und　H．　Kubicek
　Organisation，1976．ならびにOrganisationsthe・rien，　i，1978．を参照されたい。
・・eSt　Child，　J．，　Organizational　Structure，　Environment　and　Performance：The　Role　of　Str・
　ategic　Choice，　Sociology，　Vol．6，1972，　pp．2－8，　Child，　J．，　More　Myths　of　Management
　Organization？The　Journal　of　Management　Studies，　Vol，7，1972，　pp．382－385。
・⑳　この考えを明示的に「構造作用の間題」としてモデルのなかに包含させようとした試みとして，
　キーザーとクζチェクの所論をあげることができる。拙稿，『明大商学論叢』（1980）前掲論文，
　参照。
・⑳　Kieser，　A．　u．　Kub1cek，　H．，　Organisation，　a．a。0．，　S．187．
伽　Kast，　F．E．＆J．E．　Rosenzweig，　Contingency　Views　of　Organization　and　Management，
　1973，p．　ix．
・㈱　Brown，　R．K．，　Research　and　Consultaney　in　Industrial　Enterprises，　Sociology，　Vo1．1，
　No．1．，1967，　p，45．
く蜀　Bolweg，　J．F．，　op．　cit．，　pp．45－46．
む　す　び　に
　私は，以上における検討から，社会・技術システム論は社会・技術両相関シ
ステムの「合成最適化」を通して，経済的次元に規制・評価されるシステム・
パーフォーマンスの増大を目的としており，このようなシステム・パーフォー
マンスの至上性ゆえに，本来は決してしぼしぽ主張されるように価値視点にお
　　　　　　　　（1｝いて中立的なものではないと考える。この学派の唱導する，いわゆる「労働の
人間化」，「人間的価値の実現」が資本主義企業体制を前提とするかぎり，企業
の経済的合理性追求の枠内でしか実現されえないことが忘れら，れてはならな
い。それぼかりか，社会・技術システム論の主張する「合成最適化」は経済的
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合理性追求の制約を受けているだけではなく，企業内・外の環境諸条件が変化
するなかで企業の経済的合理性を一層促進・強化する手段となることが留意さ
れねばならない。また，社会・技術システム論の主張する「合成最適化」が経
済的次元からみたシステム・パーフォーマンスを評価基準としている以上，こ
の「合成最適化」が必然的に労働者の社会的・心理学的欲求の実現を保障する
ものではないし，さらに容易に（労働組合の規制力が弱い場合）多能工化を基礎に
して人員削減や労働強化などの厳しい「合理化」が押し進められる可能性をも
　　　　　　　　　　　　　　（2　有していることが見逃されえない。
　こうして，社会・技術システム論の主張する「自律的作業集団」は，これを
「人間性の尊重」，「生きがい・働きがいの追求」の一方策としてではなく，む
しろ「企業の適応行動の一環」としてとらえらるべきものであろう。なぜな
ら，「自律的作業集団」は前節までにみたように，以下のような認識をその理論
的基礎として成立するものであったからである。すなわち，第1に，資本主義
企業を取り巻く環境がいわゆる「構造的変化」を遂げるなかで，企業の環境適
応能力を強化するためには組織それ自体が高度のフレキシビリティと学習能力
をもたねぽならないが，こうした環境への適応は，なによりもまず組織を構成
する基礎単位を「自己規制的システム」へと変革することによって実現される
こと，第2に，「機械化」から「自動化」への生産技術の進展のなかで，分権
化されたコントロール・システムそのものが技術的に要請され，また技術シス
テムから生ずる不断の変動性は，高度の特化による労働者の活動の厳密なプP
グラム化によっては処理しえないこと，第3に，「労働疎外」現象の深化・拡
大のなかで，労働者の消極的・積極的抵抗が経営コスト・生産性さらにはモラ
ールの観点からもはや無視しえなくなっていること，以上の前提を基礎にして
成立しているのである。かかる観点からすれば，「自律的作業集団」を理念型
モデルとする社会・技術システム論は，前節までに明らかにされてきたこれを
めぐる問題点をひとまず度外視すれぽ，企業の環境適応能力を強化すると同時
に，凝集性の高い作業集団を生み出すことによって「企業帰属心」を醸成し，
労働老の仕事へのモーチベーションを高めるという，いずれも現代の巨大企業
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がもっとも緊急に解決を迫られている歴史的・今日的課題を同時に実現しよう
としているという意味では，すぐれて現代的な組織変革論であるということが
できるであろう。
（1〕たとえば，赤岡功氏は「タピストックの研究者達は，もともと産業における能率という尺度と
　　同時に労働者の満足という尺度を用意し，両者を同時に達成しようとし」ていると述ぺておられ
　　る（赤岡功，前掲論文，14（224）ページ）。けれども，タヴィストックの場合に労働者の心理的・
　社会的満足において強調される指標が労働移動・欠勤率などでもあったことが注意されねばなら
　　ない。これらはいずれも現代企業が解決を迫られているコスト上昇要因である。
42）事実，これはノルウェーの「産業民主化プロジェクト」において確認されている。（cf．石井修
　　二，前掲論文，165ページおよびBolweg，　J．，　op．　cit．，第4章）。ボルベックは，「タヴィスト
　　ックの考えそのものの適用は労働者の影響力におけるいかなる増大も決して保障するものではな
　い。一方的に導入された職務設計上の変革はほとんど企業の職場での民主主義に寄与することを
　期待しえない」と述ぺて，構造変革過程そものものへの労働者・労働組合の参加・規制が必要不
　可欠なことを強調している（Bolweg，　J．，　op．　cit．，　p．46）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一以上一
｛追記〕本稿は，明治大学社会科学研究所・総合研究プロジェクト「産業政策の新展
　　　開と産業民主主義の企業内的展開に関する国際比較研究」の研究成果の一部で
　　　ある。
